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計画策定のねらい 
 

私たちの生活は、これまでの大量生産・大量消費型の社会経済システムによって豊かなも

のとなりましたが、それは大量廃棄を伴うもので、不法投棄やダイオキシン問題などの身近

な問題に加え、天然資源の枯渇や温暖化が一因と考えられている豪雨災害等、さらには海洋

中のマイクロプラスチックによる生態系への影響など、地球規模の問題を抱えています。 

これを受け、国では、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減される

「循環型社会」の形成を目指し、平成 12 年 6 月に循環型社会形成推進基本法を施行、循環

型社会形成推進基本計画を策定し、その関連施策を総合的かつ計画的に推進することにより、

循環利用率※1 が向上し最終処分量も減少しましたが、近年は横ばいとなっており、３Ｒなど

の資源生産性を高める取り組みを一層強化していく必要があるとして、平成 30 年６月に第

四次循環型社会形成推進基本計画を策定しています。 

岩国市（以下「本市」という。）においても同様に、廃棄物処理の視点からの循環型社会

形成を目指し、平成 21 年１月に「循環型社会へチャレンジ ～豊かな自然環境を未来へ引

き継ぐために～」をサブタイトルとした岩国市一般廃棄物処理基本計画（以下「当初計画」

という。）を策定、平成 26 年３月に改定（以下、改定後の計画を「既定計画」という。）

し、市民・事業者・行政が協働し、ともに創造して循環型社会づくりに取り組むものとしま

した。その成果として既定計画に掲げた目標のうち、ごみ発生・排出削減目標は概ね達成す

るレベルで推移していますが、リサイクル目標は達成できない状況にあるなど、一層の取り

組みを推進することが必要です。 

2019 年４月には、サンライズクリーンセンター（新ごみ焼却施設）が本稼働することで、

市内の焼却ごみの集約処理と発電によるサーマルリサイクルが開始されますが、一方で、近

年各地で頻発している災害により、一時的に大量に発生する災害廃棄物への備えも考慮し、

安定した一般廃棄物処理に向けた計画策定が必要となっています。 

以上を踏まえ、既定計画で示した施策等を継承しつつ、必要となる施策の方針を見直しす

るものとしました。 

◆国が進める循環型社会形成のイメージ 

 

※1 循環利用率とリサイクル率 

資源投入
生産

（製造・流通等）

埋立処分

消費・使用

廃　　棄

４番目：適正処分
どうしても処分が必要な
ものは、適正にきちんと
処分します。

処理
（焼却・資源化等）

2番目： Reuse
くり返し使おう！

リ ユ ー ス

リターナブルびんなど
繰り返し使えるものは
また利用しましょう。

１番目： Reduce
ごみを減らそう！

リ デ ュ ー ス

物を大切に使いましょう。
長持ちする物を作ることも
大切です。

３番目： Recycle
再び資源として
利用しよう！

再使用できないものも
きちんと分別して出して
資源としましょう。

リ サ イ ク ル

３Rの推進
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循環利用率は、社会に投入される天然資源がどれだけ再利用・再生利用されるかを表す指標です。 
循環利用率＝循環利用量÷（天然資源等投入量+循環利用量）×100 
リサイクル率＝総資源化量÷ごみ総排出量×100 
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一般廃棄物処理基本計画の位置づけ 
 

本計画は、本市が廃棄物処理法第６条に基づき策定するものです。 

本計画は、図表 1-1 に示すように、国の法律・計画等並びに山口県の「山口県循環型社

会形成推進基本計画」と整合したものです。 

■図表1-1 本計画の位置づけ 

 

◆一般廃棄物処理基本計画策定の法的根拠（廃棄物処理法第６条） 

｢廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和 45 年法律第 137 号)｣（以下｢廃棄物処理法｣という｡）第６条第１項にお

いて、『市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関する計画（以下「一般廃棄物処理計画」という。）を

定めなければならない。』とされ、さらに、廃棄物処理法施行規則(昭和 46 年厚生省令第 35 号)第１条の３の規定によ

り、当該一般廃棄物処理計画には、一般廃棄物処理基本計画及び一般廃棄物処理実施計画により、所定の事項を定

めることとされている。 

資源有効利用促進法

容器包装リサイクル法

家電リサイクル法

食品リサイクル法

建設リサイクル法

自動車リサイクル法

小型家電リサイクル法

グリーン購入法

● 再生利用の推進

● 個別物品の特性に応じた規制

● 廃棄物の適正処理

●

国の法律・計画等

県の条例・計画等 岩国市の計画

山口県循環型社会形成推進基本計画

山口県環境基本条例

山口県循環型社会形成推進条例

廃棄物処理法

廃棄物処理施設整備計画

基本方針

環境基本法

循環型社会形成推進基本法

環境基本計画

循環型社会形成推進基本計画

岩国市一般廃棄物処理基本計画

廃棄物の減量その他その適正な処理
に関する施策の総合的かつ計画的な
推進を図るための基本的な方針

岩国市総合計画
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計画の期間 
 

平成 21 年 1 月に策定した当初計画は、2023 年度を計画目標年度とした 15 ヵ年の計

画で、主に前期５ヵ年の主要施策を示しました。その後、平成 26 年 3 月に当初計画を継承

した既定計画（中期計画）を策定しています。 

本計画（後期計画）は、当初計画、既定計画を継承するものであるため、2023 年度を計

画目標年度とする５ヵ年計画として改定したものです。なお、数値目標の基準年度は、平成

29 年度としました。 

 

■図表1-2 本計画の期間 

 

当初計画：計画期間は、平成21年度から2023年度までの15年間です。主に平成21年度か
ら平成25年度までの施策について示しており、前期計画と位置付けます。 

既定計画：主に平成26年度から平成30年度までの施策について示しており、中期計画と位
置付けます。 

本 計 画：2019年度から2023年度までの施策について示すことから、後期計画と位置付
けます。 

 

◆計画目標年度と基準年度 

計画目標年度 ⇒ 2023 年度 

・ 計画目標年度は既定計画を継承し、2023 年度とする。 

基準年度 ⇒ 平成 29 年度 

・ 基準年度は、ごみ発生・排出削減目標値を設定するための現状を示すもので、本計画では、最新年度である平成

29 年度とする。 

※本計画では、平成 30 年（2018 年）までを和暦、2019 年からを西暦で表記しています。 

節 ３ 第 
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計画対象廃棄物 
 

本計画の対象廃棄物は、図表 1-3 の通り一般廃棄物のうち、固形状のもの（以下「ごみ」

という。）及び液状のもの（以下「生活排水」という。）とします。なお、行政において処

理・処分が困難であるものは処理対象外とし、これらの処理方法は図表 1-4 の通りとしま

す。 

■図表1-3 本計画の対象廃棄物 

 

●放射性廃棄物について 

国においては、東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により当該原子力発電所から放出された放射性

物質への対応から、平成23年8月に「平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事

故より放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」（平成23年法律第110号）を公布した。

当該廃棄物についてはこの法律によるものとする。 

■図表1-4 本計画において処理対象外とするごみと処理方法 

区  分 処 理 方 法 

Ｐ Ｃ Ｂ 使 用 部 品 本市では取り扱わない。専門業者に引き渡すこととする。 

集 じ ん 灰 
本市では取り扱わない。専門業者に引き渡すこととする。 
(本市管内のごみを処理する過程で発生するものを除く) 

感 染 性 廃 棄 物 本市では取り扱わない。薬局や医療機関等に引き渡すこととする。 

家電リサイクル法 
対 象 品 目 

ブラウン管式テレビ・薄型テレビ(液晶テレビ･プラズマテレビ)、洗濯機・衣
類乾燥機、冷蔵庫・冷凍庫、エアコンについては、販売店での引き渡し、指
定場所への持ち込みとする。 
（薄型テレビ(液晶テレビ・プラズマテレビ)、衣類乾燥機は H21.4.1 施行） 

パ ソ コ ン 

パソコンは、再利用やリサイクルすることが法律で義務付けられており、自
治体でごみとして引き取ることができません。 
・製造者等の引き取りとする。（資源有効利用促進法） 
・小型家電回収ボックスに投入可能なものは回収する。（小型家電リサイクル法） 

そ の 他 本 市 で 
指 定 す る 
処 理 困 難 物 

以下のごみは、本市では取り扱わない。販売店もしくは専門の処理業者に引
き渡すこととする。 
・廃タイヤ、ガスボンベ、バッテリー、消火器、ピアノ、浴槽、太陽熱温水

器、太陽光パネル、自動車及び部品、船舶等 
・注射器等医療器具、劇薬・塗料・シンナー・廃油・石油等の入っている缶

やびん、その他爆発や火災の原因となる危険なもの 
・農機具、農業用ビニール、農薬 
・バイク、コンクリート、土、石、砂、建設廃材等  
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